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資料２－２ 

 

北海道クリーン農業推進計画（第８期）【素案】 

 

Ⅰ　北海道クリーン農業推進計画（第８期）について 

 

１　計画策定の趣旨 

　○　道は平成３年、土づくりを基本に化学肥料や化学合成農薬の使用を必要

最小限にとどめるクリーン農業を全国に先駆けて提唱。 

　○　地球温暖化に伴う気候変動、資材価格の高止まり及び一戸当たりの経営

面積の拡大など取り巻く情勢の変化や、新たな「食料・農業・農村基本法」

に「環境と調和のとれた食料システムの確立」や「食料安全保障の確保」

が明記されたことなど、国の政策の方向性を踏まえ次期（第８期）計画を

 策定。

 

２　計画の位置づけ 

　○　本計画は「第６期農業・農村振興推進計画(令和３年(2021年)３月策定)」

及び「第５次北海道食の安全・安心基 本計画(令和６年(2024年)３月策

定)」に沿った施策別計画であり、今後の展開方向を示すもの。 

　○　平成３年（1991年）から概ね５年ごとに見直しを実施。 

 

３　計画の期間 

　○　令和７年度（2025年度）から12年度（2030年度）。 

 

 

Ⅱ　クリーン農業について 

 

１　クリーン農業の定義 

　○　クリーン農業とは、「堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、

化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめながら、品質の高い

農産物を安定的に生産する農業」のこと。 

　○　本計画では、地方独立行政法人北海道総合研究機構農業研究本部（以下

「北海道立総合研究機構」という。）等が開発した技術を導入して化学肥

料や化学合成農薬の使用を削減した北のクリーン農産物表示制度（以下 

　　「YES!clean表示制度」という。）や特別栽培農産物、有機ＪＡＳ認証農

産物などを含めた幅広い概念として取り扱う。 

　○　また、地球環境に対する関心が国内外で高まる中、クリーン農業に取り

組み環境負荷を低減することは、北海道の農業が消費者の信頼を得て持続

 的に発展する上で極めて重要。
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２　クリーン農業の環境負荷低減効果 

　○　農業は自然環境の恩恵を受けながら営まれる産業であるが、農産物の生

産過程における過度な効率性の追求や農業生産資材の不適切な利用は、自

然環境に負荷をかけるだけでなく、農業生産基盤自体に負荷をかけるおそ

れ。 

　○　クリーン農業は堆肥等の施用により、有機物を介して大気中の二酸化炭

素を土壌中にとどめる効果があり、地球温暖化の防止に貢献。 

　○　化学肥料の使用を必要最小限にとどめることは、水質汚濁を抑制する効

果があり河川や湖沼の富栄養化の抑制に貢献するほか、温室効果ガスであ

る一酸化二窒素の発生を抑制する効果があり、地球温暖化の防止に貢献。 

　○　化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめることは、微生物や昆虫類、

 水生生物等を保護する効果があり、生物多様性の保全に貢献。

　○　さらに、クリーン農業の副次的効果として、化学肥料や化学合成農薬の

使用を必要最小限にとどめることは、資材価格の高騰時に農業経営への影

響を緩和する効果があるほか、肥料散布や農薬散布などの作業を省力化す

 る効果。

 

Ⅲ　クリーン農業の現状と課題 

 

１　安定生産と環境負荷低減の両立 

（１）現状 

　○　道は平成３年度から道立農業試験場（平成22年度から地方独立行政法人）

 において422のクリーン農業技術を開発。

　○　単位面積当たりの化学肥料と農薬の使用量は、令和４年度には平成３年

 度比で約４割から５割減少した一方、近年は下げ止まりの傾向。

　○　地球温暖化の影響による気候変動、農業資材価格の高止まり、一戸当た

りの経営面積の増加など取り巻く情勢の変化。 

 　○　農作業の省力化や精密化を可能とするスマート農業技術の急速な普及。

　○　国は令和３年にみどりの食料システム戦略を策定し、農業の生産力向上

と持続性の両立を目指すとしているほか、令和５年に食料・農業・農村基

本法を改正し、食料安全保障の確保と環境と調和のとれた食料システムの

 確立を基本理念に据えている。

 

（２）課題 

　○　化学肥料や化学合成農薬の使用量を更に削減するためには、病害に抵抗

 性を有する品種の開発や新たな技術を活用した栽培技術の開発が必要。

　○　開発した技術の普及に当たっては、必要経費や労働力、得られる収入と

 の調和を図ることが必要。

　○　クリーン農業の取組による温室効果ガスの削減をカーボンクレジット化

 する方法論として確立されることが必要。
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２　クリーン農業に対する理解醸成 

（１）現状 

　○　道は平成３年から約30年間にわたって、クリーン農業が北海道農業のス

 タンダードになるよう取組を推進。

 

（２）課題 

　○　クリーン農業に取り組む意義や必要性、クリーン農産物を購入すること

で環境負荷の低減に貢献することについて、農業者、消費者及び流通業者

 の理解を醸成していくことが必要。

 

 

３　YES!clean農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）現状 

　○　平成12年度（2000年度）にクリーン農業技術を活用して生産された農産

物に統一シンボルマークを表示して消費者にアピールするYES!clean表示

制度を創設。平成16年度（2004年度）からは、化学肥料の使用量や化学合

成農薬の使用回数の基準を定め、統一シンボルマークにこれらを併記して

 消費者や流通業者へアピール。

　○　制度創設から20年が経過する中、YES!clean農産物の生産に取り組んで

 いた生産者が、特別栽培農産物等の生産に移行する事例も生じている。

　○　国は化学肥料、化学合成農薬双方を慣行の５割以上減らして栽培した農

産物を「特別栽培農産物」と表示するガイドラインを定め、環境保全型農

 業を推進。

 

（２）課題 

　○　YES!clean表示農産物の生産面積は平成29年度の18,390haをピークに、

構成員の高齢化や離農により、令和５年度は15,428haに減少。 

　○　YES!clean農産物は環境負荷を低減して生産された農産物として消費者

に届けることが可能であり、その意味について消費者の理解醸成を図るこ

とが必要。 

　○　YES!cleanから特別栽培など生産者個々の経営や考え方に合わせた多様

 なクリーン農業の推進を図ることが必要。

　○　特別栽培表示農産物の生産面積や生産量について、道で把握できる仕組

みになっていないことから、把握できる仕組みを構築することが必要。 

 

 

４　 有機農産物の生産拡大 

（１）現状 

　○　平成19年度（2007年度）から「有機農業の推進に関する法律」に基づき
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 「北海道有機農業推進計画」を策定し各般の施策を展開。

　○　有機農業に取り組む農業者数は令和４年度に459戸、取組面積は7,431ha。 

　○　有機ＪＡＳ認証農業者数は令和４年度に332戸、取組面積は6,226haであ

 り、ともに全国１位。

　○　近年、大手量販店などに有機農産物専用の棚が設置されるようになった

ほか、有機ＪＡＳ認証表示加工品が販売されるようになるなど、有機農産

 物への需要が拡大。

 

（２）課題 

　○　除草などの作業負担を軽減する技術、ＩＣＴ、ＡＩ等の先端技術を活用

 した有機栽培技術及び有機農業に活用できる品種の開発などが必要。

　○　消費者の有機農産物に対する需要は「安全・安心」によるものが多い一

方、「環境負荷の低減に貢献すること」による需要は少ないことから、消

 費者への啓発を通じて需要の拡大を図ることが必要。

 

 

５　 クリーン農産物の販売拡大 

（１）現状 

　○　国は改正食料・農業・農村基本法において、食料の安全保障の確保のた

め、国内への食料供給に加え海外への輸出を図ることで食料の供給能力の

維持を図るとしているほか、農業者の収益性の向上を促進するとしている。 

　○　道は「北海道食の輸出拡大戦略」において、生産者や事業者、支援機関

等が連携しながら農畜産物・農畜産加工品（日本酒含む）の輸出拡大に取

 り組むとしている。

　○　輸出の促進に当たっては、輸出先国の農薬の残留基準等をクリアするこ

とが求められるが、農薬の使用を必要最小限にとどめているクリーン農産

 物は、基準のクリアに有利に働くことが想定される。

 

（２）課題 

　○　農産物の輸出に当たっては、取引企業の求めに応じて生産農場が国際水

 準ＧＡＰの認証を取得していることが必要。

　○　輸出を想定する国や地域に向けて、道内のクリーン農業や有機農業の取

 組をＰＲすることが必要。

　○　輸出先の国や地域で「有機」と表示するためには、その国や地域の有機

認証を受ける必要があるが、我が国と有機同等性を承認した国や地域にお

いては、日本の有機ＪＡＳ認証を受けていれば「有機」と表示することが

 可能であることから、有機ＪＡＳ認証を取得することが必要。
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Ⅳ　施策の推進方針と展開方向 

 　　次に掲げる推進方針と展開方向に基づき各般の施策を推進。

 

１　 安定生産と環境負荷低減の両立 

（１）推進方針 

　○　北海道立総合研究機構と連携してクリーン農業技術を開発し、全道の農

 業改良普及センターを通じて普及。

 　○　スマート農業技術を活用して作業の省力化と精密化を推進。

　○　技術の普及に当たっては、必要となる経費、労働力及び収入との調和を

 図る必要。

 

（２）展開方向 

 　○　クリーン農業技術の開発

　　・　土壌診断及び施肥法の高度化や簡便化、緑肥や道内の有機質資源の活

 用などによる化学肥料の削減に向けた技術を開発。

　　・　耕種的、生物的、物理的な方法を組み合わせて防除を行う総合的病害

虫雑草管理（ＩＰＭ）による、化学合成農薬の削減に向けた技術を開発。 

 　　・　気候変動に適応する品種や生産技術を開発。

 　○　スマート農業技術の活用

　　・　各種センサーを活用した施肥の省力化と精密化を推進。 

　　・　気象データを活用した主要病害の発生予察など、病害虫防除の省力化

 と精密化を推進。

 　○　クリーン農業技術の普及

　　・　技術導入に意欲のある産地に対し、技術導入の際の経済的評価や現地

 実証、栽培基準づくりを支援。

 　　・　クリーン農業技術の蓄積により「北海道施肥ガイド」を改訂。

　　・　効果的な病害虫防除に資するため「北海道農作物病害虫・雑草防除ガ

イド」にクリーン農業技術を掲載するほか、北海道病害虫防除所から病

 害虫発生予察情報を発出。

 　　・　農地の排水性の改善や土壌・土層の改良等、農業生産基盤を整備。

　　・　国の「環境保全型農業直接支払交付金」等を活用し、有機農産物や特

別栽培農産物（農薬化学肥料不使用栽培を含む）の生産拡大による地球

 温暖化の防止と生物多様性の保全を推進。

　○　クリーン農業技術の実践による温室効果ガスの削減量をカーボンクレジ

 ット化するよう国への働きかけを推進。

 

 

２　 クリーン農業に対する理解醸成 

（１）推進方針 

　　　クリーン農業に取り組む意義や必要性を農業者に発信するとともに、ク
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リーン農産物を購入することで環境負荷の低減に貢献することを消費者や

 流通業者に周知することにより、クリーン農業に対する理解醸成を図る。

 

（２）展開方向 

 　○　農業者に向けた情報発信を行い、理解醸成を図る。

　　・　土づくり及び施肥や防除の最小化による環境負荷低減効果や利益向上

 への寄与

 　　・　スマート農業技術の活用

 

 　○　消費者や流通業者に向けた情報発信を行い、理解醸成を図る。

　　・　クリーン農業の環境負荷低減効果及びクリーン農産物を購入すること

 による環境負荷の低減への貢献。

 

 

３　 YES!clean農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）推進方針 

　　　北海道独自の表示制度である「YES!clean表示制度」に対する理解醸成

 と需要拡大及び特別栽培等を含む多様なクリーン農業の推進に取り組む。

 

（２）展開方向 

　○　農業者に対するYES!clean表示制度の普及や栽培基準づくりの支援を進

 め、YES!clean農産物の生産拡大に努める。

 　○　新たな作物生産に取り組む産地に対し、土壌診断に基づく施肥設計と

 　　YES!clean登録基準を参考にした産地づくりを促す。

　○　地域の小中高校と連携し、学校給食への利用促進や食育の取組を通じて

若年層へのＰＲを行い、親世代への波及効果によりYES!clean農産物の消

 費拡大を図る。

　○　地域の農産物直売所等と連携し、YES!cleanマークを表示した農産物や

特別栽培農産物のＰＲを行い、環境に配慮した農産物を選び購入するよう

 消費者の行動変容を図る。

　○　食品加工事業者へのＰＲやマッチングを行い、YES!cleanマークを表示

 した加工食品の拡大を推進する。

　○　特別栽培表示農産物の生産面積や生産量について、市町村の協力を得て

 把握する仕組みを構築する。

　○　特別栽培や有機農業の取組への端緒となるよう、YES!cleanの取組を推

 進する。

　○　国の「環境保全型農業直接支払交付金」を活用して、特別栽培農産物の

生産を推進するとともに、地球温暖化の防止と生物多様性の保全を図る 
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４　 有機農産物の生産拡大 

（１）推進方針 

 　　　有機農業への新規参入や転換を促進し、有機農産物への需要に応える。

 

（２）展開方向 

　○　有機農業を志す移住希望者を積極的に受け入れ活かそうとする地域を広

 く全国に紹介する。

　○　国の「みどりの食料システム戦略推進交付金」を活用して有機農業への

転換を推進するほか、「環境保全型農業直接支払交付金」を活用して有機

農業を推進するとともに、地球温暖化の防止と生物多様性の保全を図る。 

　○　各総合振興局、振興局単位での有機農業者等による情報交換や研修活動、

ＰＲ販売会などネットワーク活動の充実を促進するとともに、全道レベル

 の交流会を通じた有機農業者の交流を推進する。

　○　有機農産物の安定的な販路を確保するため、有機農業の情報発信や需要

 喚起に取り組むとともに、有機農業者と流通業者の商談の場を提供する。

　○　道のホームページや啓発資料等を活用して、有機農業に関する情報や有

機農産物を購入するを購入することで環境負荷の低減に貢献することを発

 信する。

　○　有機農産物のＰＲ・販売や、農作業体験等のイベントを実施し、有機農

 業に対する消費者の理解を醸成する。

　○　省力化技術の開発、ＩＣＴを活用した生育診断や土壌診断技術の開発、

 病害虫抵抗性品種の開発を行う。

 

 

５　 クリーン農産物の販路拡大 

（１）推進方針 

　　　クリーン農産物の生産を通じ、輸出先国の農薬の残留基準等の規制に対

応できる産地づくりを推進する。また、農産物の輸出に必要な認証の取得

 を推進する。

 

（２）展開方向 

　○　輸出事業者及び産地と連携し、輸出先国の農薬の残留基準や衛生基準等

 に対応できるクリーン農産物の生産を推進する。

 　○　農業団体と連携してＧＡＰの指導体制を整備するとともに、農業者が

　　「ＧＡＰをする」「ＧＡＰ認証を取る」ことを支援する。 

　○　有機ＪＡＳ認証を自国・地域の有機認証と同等のものとして扱う国・地

 域への輸出に向け、有機ＪＡＳ認証の取得を促す。

　○　輸出を想定する国や地域に向けて、道内のクリーン農業や有機農業の取

 組をＰＲする。

　○　輸出に取り組む産地に対し、海外でのクリーン農産物に対するニーズを
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 共有し、国の事業なども活用して試験輸出に結びつける。

 

Ⅴ　計画推進のための各段階の取組 

 

１　全道的な取組 

 　 農業者や消費者等に対し、持続的な社会に貢献するクリーン農業に対する

理解醸成を図るとともに、北海道立総合研究機構と連携しクリーン農業技術

 の開発を推進し、その技術を農業者へ普及していく。

  　また、北海道クリーン農業推進協議会が推進するYES!clean表示制度の運

営やYES!clean農産物及び加工食品のＰＲ活動を支援すること、特別栽培や

有機農業業に取り組む農業者の実態把握、有機農業への参入・転換・定着の

 促進や有機農産物の販路の確保及び消費者の理解醸成を推進する。

 

２　総合振興局及び振興局段階の取組 

    総合振興局及び振興局管内の農業関係機関・団体で構成する「地域営農指

導対策協議会」や「地域営農技術支援会議」などとの連携により、新たなク

リーン農業技術のニーズ調査及び開発されたクリーン農業技術を普及すると

ともに、地域におけるYES!clean農産物のＰＲ活動、特別栽培や有機農業に

 取り組む農業者の実態把握及び有機農業者のネットワーク活動を支援する。

 

３　市町村段階の取組 

　　市町村、農業協同組合及び農業者等で構成する市町村クリーン農業推進協

議会として、登録集団が行うYES!clean農産物表示の適切な運営を支援する

とともに登録を目指す生産集団への技術支援・指導などを行うほか、特別栽

 培や有機農業に取り組む農業者の実態把握など推進体制の整備を行う。


